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(57)【要約】
　　家具部品（１ａ、１ｂ）に固定するための少なくと
も２つの金具部品（３、４）を含んだ家具ヒンジ（２）
であって、金具部品（３、４）の１つは、ヒンジアーム
（３）の形態であり、ヒンジ動作時に旋回できる少なく
とも１つのジョイントレバー（７）と、ヒンジ動作を抑
動するための回転ダンパー（１０）とをさらに含んでお
り、ヒンジアーム（３）に移動可能に取り付けられてい
るスライダー（９）は、ジョイントレバー（７ａ）によ
って駆動可能であり、スライダー（９）は、伝達機構（
７）を介して回転ダンパー（１０）に作用する。
【選択図】図３ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　家具部品に固定するための少なくとも２つの金具部品を含んだ家具ヒンジであって、前
記金具部品の１つは、ヒンジアームの形態であり、本家具ヒンジは、ヒンジ動作時に旋回
できる少なくとも１つのジョイントレバーと、ヒンジ動作を抑動するための回転ダンパー
とをさらに含んでおり、前記ヒンジアーム（３）に移動可能に取り付けられているスライ
ダー（９）は、前記ジョイントレバー（７ａ）によって駆動可能であり、前記スライダー
（９）は、伝達機構（７）を介して前記回転ダンパー（１０）に作用することを特徴とす
る家具ヒンジ。
【請求項２】
　家具部品に固定するための少なくとも２つの金具部品を含んだ家具ヒンジであって、前
記金具部品の１つは、ヒンジアームの形態であり、第２の金具部品に回動式に接続されて
おり、前記第２の金具部品は、特にヒンジカップであり、本家具ヒンジは、請求項１に従
ってヒンジ動作を抑動するための回転ダンパーをさらに含んでおり、前記回転ダンパー（
１０）は、前記ヒンジアーム（３）の一端に取り付けられており、前記一端は、前記第２
の金具部品（４）とは離れていることを特徴とする家具ヒンジ。
【請求項３】
　スライダー（９）は、直線的に移動できるように取り付けられており、少なくとも抑動
動作中にヒンジアーム（３）に対して移動可能であることを特徴とする請求項１または２
記載の家具ヒンジ。
【請求項４】
　スライダー（９）とジョイントレバー（７ａ）とは、分離されており、相互間で金具部
品（３、４）の所定の相対位置からのみスライダー（９）は、ジョイントレバー（７ａ）
から作用を受けることができことを特徴とする請求項１から３のいずれかに記載の家具ヒ
ンジ。
【請求項５】
　ジョイントレバー（７ａ）の旋回動作は、伝達機構（Ｔ）によって回転ダンパー（１０
）の回転動作に変換可能であることを特徴とする請求項１から４のいずれかに記載の家具
ヒンジ。
【請求項６】
　伝達機構（Ｔ）は、ラック（１０ｃ）とピニオン（１０ｂ）とで構成されていることを
特徴とする請求項１から５のいずれかに記載の家具ヒンジ。
【請求項７】
　回転ダンパー（１０）は、スライダー（９）に取り付けられており、少なくとも１つの
ラック（１０ｃ）は、ヒンジアーム（３）に取り付けられており、あるいは回転ダンパー
（１０）は、ヒンジアーム（３）に取り付けられており、少なくとも１つのラック（１０
ｃ）は、スライダー（９）に取り付けられていることを特徴とする請求項６記載の家具ヒ
ンジ。
【請求項８】
　回転ダンパー（１０）の全コンポーネントは、両方の金具部品（３、４）に対して抑動
作動中に動作することを特徴とする請求項１から７のいずれかに記載の家具ヒンジ。
【請求項９】
　戻り機構（１３）が提供されており、抑動作用の作動後にスライダー（９）は、再び次
の抑動動作のために意図した位置に移動可能であることを特徴とする請求項１から８のい
ずれかに記載の家具ヒンジ。
【請求項１０】
　本家具ヒンジ（２）は、少なくとも７つの回転軸（Ｓ１、Ｓ２、Ｓ３、Ｓ４、Ｓ５、Ｓ
６、Ｓ７）を有していることを特徴とする請求項１から９のいずれかに記載の家具ヒンジ
。
【請求項１１】
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　本家具ヒンジ（２）は、広角ヒンジであることを特徴とする請求項１から１０のいずれ
かに記載の家具ヒンジ。
【請求項１２】
　仲介部（６）がさらに含まれており、該仲介部（６）は、少なくとも２つのジョイント
レバー（７ａ、７ｂ）によってヒンジアーム（３）に着実に連結されており、ジョイント
アーム（７ａ、７ｂ）は、仲介部（６）とヒンジアーム（３）の両方に回転式に取り付け
られていることを特徴とする請求項１から１１のいずれかに記載の家具ヒンジ。
【請求項１３】
　好適には、手で駆動できる切替部材（１１）が提供されており、回転ダンパー（１０）
の抑動作用を停止することができることを特徴とする請求項１から１２のいずれかに記載
の家具ヒンジ。
【請求項１４】
　切替部材（１１）は、第１の切替位置と、少なくとも１つの第２の切替位置を有してお
り、ヒンジ動作は、その第１の切替位置で抑動され、その第２の切替位置で非抑動状態と
なることを特徴とする請求項１３記載の家具ヒンジ。
【請求項１５】
　切替部材（１１）は、スライダー（９）に取り付けられ、第１の切替位置と第２の切替
位置との間で直線的に可動であることを特徴とする請求項１４記載の家具ヒンジ。
【請求項１６】
　請求項１から１５のいずれかに記載の少なくとも１つの家具ヒンジを含んだ家具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、家具部品に固定される少なくとも２つの金具部品を含んだ家具ヒンジ（蝶番
）に関する。これら金具部品の１つは、ヒンジアームの形態である。この家具ヒンジは、
ヒンジ作動中に旋回可能である少なくとも１つのジョイント（継手）レバーと、ヒンジ動
作を抑動（抑制）する回転ダンパーとをさらに含んでいる。
【０００２】
　本発明は、以下において説明するように、少なくとも１つの家具ヒンジを含んだ家具に
も関する。
【背景技術】
【０００３】
　ヒンジ動作を抑動する回転ダンパーは、少なくとも２つの抑動コンポーネント（構成要
素）を備えた流体ダンパーの形態であることが多い。これら抑動コンポーネントは、少な
くともその抑動動作時に互いに回転できるように構成されている。これら２つの抑動コン
ポーネント間には、空隙（好適には“シアリングギャップ”）が設けられ、抑動動作時に
シアリング力が作用する抑動流体が収容されており、抑動機能を発揮させる。
【０００４】
　大抵の回転ダンパーは、移動に頼る抑動機能を有する。すなわち抑動程度は、２つの抑
動コンポーネントが関係する相対的な回転角範囲に依存する。従って所望の穏やかな抑動
効果を発揮するには幾らかの移動が必要である。実際には、これら条件の達成のためには
、家具ヒンジの幾何学形状によって決定される限界状態に反復的に遭遇する。
【０００５】
　よって、抑動作用が相互的に金具部品の定められた相対位置で始動するものの、一方に
対する他方の抑動コンポーネントの十分な回転角度範囲がカバーされるように回転ダンパ
ーを家具ヒンジに一体化することにはしばしば困難が伴う。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従って、本発明の一目的は、家具ヒンジが大きな開角度のものであっても良好な抑動結
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果が達成される上述の家具ヒンジを提案することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の好適な一態様に従ってヒンジアームに移動可能に取り付けられたスライダーを
旋回可能なジョイントレバーによって駆動可能とし、伝達機構を介してスライダーが回転
ダンパーに作用するように構成することでこの目的は達成される。
【０００８】
　本発明は、少なくとも７本の回転軸を備えた広角ヒンジに関連して特に好適に実施でき
る。一般的に、９０°を超える開角度は、広角ヒンジで達成される。一般的にこのような
広角ヒンジは、１７０°から１８０°の最大開角度を有する。ヒンジアームの長さを増加
させるため、しばしば広角ヒンジには、金具部品（ヒンジアームおよびヒンジカップ）間
でジョイントレバーによって可動にアレンジされている仲介部が設けられる。ヒンジ動作
時に旋回する少なくとも１体のジョイントレバーが使用されてスライダーに作用する。
【０００９】
　スライダーは、ヒンジアームに取り付けられており、抑動動作時にヒンジアームに対し
て好適には平行移動する。そのスライダーの直線移動は、伝達機構（例えばラックとピニ
オン）によって回転ダンパーに伝達され、家具ヒンジの開動作及び／又は閉動作が抑動可
能になる。
【００１０】
　この点で伝達機構は、ジョイントレバーによってカバーされる旋回角移動が回転ダンパ
ーのさらに大きな回転角度範囲にまで増加できる伝達率を有することができる。従ってジ
ョイントレバーの比較的に小さな旋回で、回転ダンパーの対応するさらに大きな回転移動
の起動に十分であり、回転ダンパーの２つの抑動コンポーネント間で抑動流体の好適なシ
アリングを確実にする。
【００１１】
　本発明の一実施態様では、スライダーは、ジョイントレバーとは分離されており、互い
に金具部品の所定相対位置からのみジョイントレバーによって作用を受けることができる
。従って言い換えると、回転ダンパーと着実な連結状態である必要はない。従ってジョイ
ントレバーは、ジョイントレバーの旋回の大きな部分でスライダーとは、独立して可動で
あり、スライダーに対して互いに金具部品の所定相対位置からのみ作用する。
【００１２】
　スライダーは、純粋接触によりジョイントレバーに作用する。すなわち抑動動作時には
、ジョイントレバーは、スライダーに緩く当接する。開動作では、ジョイントレバーは、
直ちにスライダーを持ち上げ、家具ヒンジは、回転ダンパーとは無関係に完全開位置にま
で移動可能である。
【００１３】
　本発明の一態様では、回転ダンパーは、第２の金具部品から離れているヒンジアームの
端部に取り付けられる。従来の回転ダンパーは、ヒンジアームに取り付けられていたが、
２つの金具部品を接続するヒンジ軸に近接していた。一方、本発明では、回転ダンパーは
、ヒンジアームの自由端に取り付けられる。よって全体的にさらに広いスペースが利用可
能になる。回転ダンパーは、このようにアレンジされ、その全コンポーネント（すなわち
回転ダンパー全体）は、抑動動作時にヒンジアームに対して移動し、さらに第２の金具部
品（例えばヒンジカップ）に対しても移動する。よって抑動作用の始動時、途中および終
了時には、追加的に影響を受ける。
【００１４】
　本発明の家具は、上記の家具ヒンジを少なくとも１つ備えていることを特徴とする。
【００１５】
　本発明のさらなる詳細と利点は、以下において詳細に解説する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
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【図１】図１は、本発明による家具ヒンジを介して家具枠体に対して旋回式に取り付けら
れている可動家具部を有した家具の斜視図である。
【図２】図２は、家具部に取り付けられた家具ヒンジの斜視図である。
【図３ａ】図３ａは、閉方向での抑動プロセスを経時的に示す家具ヒンジの側面図である
。
【図３ｂ】図３ｂは、閉方向での抑動プロセスを経時的に示す家具ヒンジの側面図である
。
【図３ｃ】図３ｃは、閉方向での抑動プロセスを経時的に示す家具ヒンジの側面図である
。
【図４ａ】図４ａは、それぞれ開位置と閉位置である家具ヒンジの斜視図である。
【図４ｂ】図４ｂは、それぞれ開位置と閉位置である家具ヒンジの斜視図である。
【図５ａ】図５ａは、直線移動可能なスライダーと、家具ヒンジの抑動機能を停止させる
ための切替部材とを示す。
【図５ｂ】図５ｂは、直線移動可能なスライダーと、家具ヒンジの抑動機能を停止させる
ための切替部材とを示す。
【図５ｃ】図５ｃは、直線移動可能なスライダーと、家具ヒンジの抑動機能を停止させる
ための切替部材とを示す。
【図５ｄ】図５ｄは、直線移動可能なスライダーと、家具ヒンジの抑動機能を停止させる
ための切替部材とを示す。
【図５ｅ】図５ｅは、直線移動可能なスライダーと、家具ヒンジの抑動機能を停止させる
ための切替部材とを示す。
【図６】図６は、家具ヒンジの家具枠側部品の分解図である。
【図７ａ】図７ａは、家具ヒンジの抑動機能の停止のための可能な１実施例を図示する。
【図７ｂ】図７ｂは、家具ヒンジの抑動機能の停止のための可能な１実施例を図示する。
【図８ａ】図８ａと図８ｂは、回転ダンパーの縦断面斜視図であり、家具ヒンジの抑動機
能は、切替部材によって作動状態と非作動状態の間で切り替え可能である。
【図８ｂ】図８ｂは、回転ダンパーの縦断面斜視図であり、家具ヒンジの抑動機能は、切
替部材によって作動状態と非作動状態の間で切り替え可能である。
【図９ａ】図９ａは、切替部材によって移動可能な切替ノブの異なる作用位置を示す斜視
図とその拡大詳細図である。
【図９ｂ】図９ｂは、切替部材によって移動可能な切替ノブの異なる作用位置を示す斜視
図とその拡大詳細図である。
【図９ｃ】図９ｃは、切替部材によって移動可能な切替ノブの異なる作用位置を示す斜視
図とその拡大詳細図である。
【図９ｄ】図９ｄは、切替部材によって移動可能な切替ノブの異なる作用位置を示す斜視
図とその拡大詳細図である。
【図１０ａ】図１０ａから図１０ｄは、家具ヒンジの抑動機能の作動と停止のためにシャ
フトと抑動コンポーネントとを選択的に連結させる様子を示す斜視図とその拡大詳細図で
ある。
【図１０ｂ】図１０ｂは、家具ヒンジの抑動機能の作動と停止のためにシャフトと抑動コ
ンポーネントとを選択的に連結させる様子を示す斜視図とその拡大詳細図である。
【図１０ｃ】図１０ｃは、家具ヒンジの抑動機能の作動と停止のためにシャフトと抑動コ
ンポーネントとを選択的に連結させる様子を示す斜視図とその拡大詳細図である。
【図１０ｄ】図１０ｄは、家具ヒンジの抑動機能の作動と停止のためにシャフトと抑動コ
ンポーネントとを選択的に連結させる様子を示す斜視図とその拡大詳細図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
【実施例】
【００１８】
　図１は、家具枠体１ａと、そこに旋回式に取り付けられている家具部１ｂとを備えた戸
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棚形態の家具１を図示する。家具部１ｂは、本発明に従った２つの家具ヒンジ２によって
閉位置と開位置との間で限定的に可動である。家具ヒンジ２は、好適には、広角ヒンジの
形態である。すなわち可動家具部１ｂは、家具枠体１ａの前面に対して９０°以上の開角
度を有する。家具ヒンジ２は、ヒンジアーム３とヒンジカップ４の形態の金具部品を有し
ている。家具ヒンジ２は、可動家具部１ｂの孔部に取り付けられる。
【００１９】
　図２は、家具ヒンジ２の斜視図である。そのヒンジアーム３は、従来のように取付プレ
ート５に解除可能に掛け止めできる。図示の実施例では、第２の金具部品は、ヒンジカッ
プ４の形態であり、可動家具部１ｂへの接続用に提供されている。仲介部６は、ヒンジア
ーム３に対して２つの旋回式ジョイントレバー７ａと７ｂによって着実に導かれる。仲介
部６には、仲介レバー８ａが旋回式に接続されている。仲介レバー８ａは、別な仲介レバ
ー８ｂによってヒンジカップ４に回動式に接続されている。特に重要な点は、ヒンジアー
ム３の自由後端に取り付けられており、少なくとも抑動動作時に直線状に移動できる可動
スライダー９の存在である。旋回式ジョイントレバー７ａは、スライダー９に作用するよ
うに提供されている。スライダー９は、家具ヒンジ２の閉動作中に、ヒンジアーム３に対
するヒンジカップ４の所定相対位置からのみジョイントレバー７ａによって後端位置に送
られる。スライダー９に取り付けられた（またはヒンジアーム３にも取り付けられた）回
転ダンパー１０は、スライダー９の起動された直線移動によって駆動可能である。回転ダ
ンパー１０の抑動機能を作動状態および停止状態との間で選択的に切り替えるために切替
部材１１が提供されている。これは、ヒンジアーム３の長軸に対して横断方向に移動可能
である。
【００２０】
　図３ａから図３ｃは、家具ヒンジ２の閉位置方向の経時的抑動プロセスを示す側面図で
ある。図３ａは、家具ヒンジ２の開位置を示す。家具ヒンジ２は、少なくとも７つの回転
軸Ｓ１，Ｓ２、Ｓ３、Ｓ４、Ｓ５、Ｓ６およびＳ７を有する広角ヒンジの形態である。回
転軸Ｓ６は、ヒンジカップ４内に存在する。一方が回転軸Ｓ１にてヒンジアーム３に旋回
式に接続され、他方が回転軸Ｓ２にて仲介部６に旋回式に接続されたジョイントレバー７
ａは、移動可能なスライダー９に作用するように提供されている。図３ａでは、ジョイン
トレバー７ａは、スライダー９から離れており、スライダー９またはヒンジアーム３に取
り付けられた回転ダンパー１０は、当初において非作動状態である。
【００２１】
　図３ｂが示すように、ヒンジアーム３に対するヒンジカップ４の相対位置においてジョ
イントレバー７ａは、スライダー９と遭遇し、抑動プロセスが始動する。さらなる閉動作
でスライダー９は、図３ｃで示すようにジョイントレバー７ａによってヒンジアーム３と
相対的に後端位置に移動する。
【００２２】
　よって、図３ｃは、完全に閉じた位置の家具ヒンジ２を示す。回転ダンパー１０（ここ
では図示せず）は、スライダー９の起動された直線移動で駆動可能であり、ジョイントレ
バー７ａの動作（および家具ヒンジ２の閉動作）が抑動状態で発生する。図３ｃの完全閉
位置から開始して家具ヒンジ２は、再び開動作可能になる。この場合、旋回可能なジョイ
ントレバー７ａは、直ちにスライダー９を持ち上げ、家具ヒンジ２は、開位置方向に回転
ダンパー１０から解放されて可動となる。スライダー９を次の抑動動作のために望む位置
に戻すため、戻り機構（例えば戻りバネ）が存在し、これによってスライダー９は、図３
ａの位置に戻ることができる。スライダー９は、ジョイントレバー７ａが作用する対象で
ある横方向突起（図示せず）を有することもできる。
【００２３】
　図４ａは、開位置にある家具ヒンジ２の斜視図である。ヒンジアーム３とヒンジカップ
４の形態である２つの金具部品が図示されている。仲介部６を介して２つの家具部１ａと
１ｂは、相互に旋回するだけではなく、旋回によって相互間隔を増加させる。この目的で
図４ｂで示す閉位置から始動し、仲介部６は、ジョイントレバー７ａと７ｂによってヒン
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ジアーム３を越えて旋回し、図４ａで示すように開位置にまで継続する。これで２つの金
具部品３と４は、２つの端位置で互いから異なる距離だけ離れる。図４ａは、切替位置に
ある切替部材１１も図示しており、ヒンジの動作は、抑動関係にて行われる。閉動作の過
程で２つの横方向のジョイントレバー７ａは、スライダー９と遭遇し、それを後方に移動
させる。ここで抑動効果が提供される。
【００２４】
　一方、図４ｂは、ヒンジ動作が非抑動的に起きる切替位置に存在する切替部材１１を示
す。従って、ユーザーは、家具ヒンジ２に作用する抑動作用が切替部材１１の適した作動
によって選択的に提供されるか否かを決定しなければならない。
【００２５】
　図５ａから５ｅは、回転ダンパー１０の抑動機能の停止のために直線的に移動できるス
ライダー９と切替部材１１とを図示する。この実施例では、スライダー９は、回転ダンパ
ー１０のハウジングの形態でもある。
【００２６】
　図５ａは、回転ダンパー１０を一体化しているスライダー９を示す。そこでは、回転ダ
ンパー１０を駆動するために取り付けられたピニオン１０ｂを有したシャフト１０ａが提
供されている。切替ノブ１２は、切替部材１１（図示せず）によってシャフト１０ａに沿
って軸方向に移動可能であり、抑動作用は停止される。
【００２７】
　図５ｂは、ヒンジアーム３の下側を図示する斜視図であり、伝達機構Ｔを示す。ヒンジ
アーム３には、ラック１０ｃがアレンジされており、ジョイントレバー７ａによってスラ
イダー９が作用を受けると、ラック１０ｃに沿ってピニオン１０ｂは走行できる。スライ
ダー９の移動によって抑動動作時に応力を受けるトーションスプリングの形態の戻り機構
１３も提供されている。抑動作用後にピニオン１０ｂは、トーションスプリングの保存エ
ネルギーによって回転とは反対方向に移動され、スライダー９は、次の抑動動作のための
位置に戻される。トーションスプリングを備えた戻り機構１３は、スライダー９とピニオ
ン１０ｂの間で作動する。機構的に逆形態でピニオン１０ｂを備えた回転ダンパー１０を
ヒンジアーム３にアレンジし、ラック１０ｃをスライダー９上にアレンジすることも可能
である。
【００２８】
　図５ｃは、切替部材１１の下方からの斜視図である。図５ｄは、切替部材１１の平面図
である。図５ｅは、図５ｄの矢印に沿った切替部材１１の断面図である。図５ｅは、図５
ａで示す切替ノブ１２の上下移動のための傾斜スライドガイド１１ａを示しており、回転
ダンパー１０の抑動機能は、切替ノブ１２の降下位置で停止される。
【００２９】
　図６は、分解図による家具ヒンジ２の家具枠体側部品を示す。家具ヒンジ２は、図２で
示すようにプレートホルダー１４によって取付プレート５に解除可能に掛け止めされる。
プレートホルダー１４に対するヒンジアーム３の相対位置は、奥行き方向の調節具１５ａ
と高さ方向の調節具１５ｂによって可変式に調節できる。
【００３０】
　図面は、さらに静止状態でヒンジアーム３上にアレンジされ、回転ダンパー１０のピニ
オン１０ｂと螺合するようになっているラック１０ｃを示す。テンションスプリングの形
態の戻り機構１３は、ピニオン１０ｂを回転して戻すように作用し、それによってスライ
ダー９も次の抑動動作のために再び始動位置に戻る。シャフト１０ａには、スライダー９
に対して回転式にアレンジされている回転抑動コンポーネント１６が取り付けられている
。抑動流体を含んだシアリングギャップは、抑動コンポーネント１６とスライダー９との
間で作動する。回転ダンパー１０は、切替部材１１により回転可能なケージ２０ａを備え
たフリーホイールクラッチ２０も含む。家具ヒンジ２の抑動機能は、切替部材１１の第１
の切替位置にて提供され、抑動機能は、切替部材１１の第２の切替位置にて停止される。
これは、切替部材１１で制御され、切替部材１１は、切替ノブ１２を図５ｅで示すスライ
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ドガイド１１ａによって下方に移動させる。ケージ２０ａは、回転され、抑動コンポーネ
ント１６は、シャフト１０ａの回転移動から解除される。仲介部６は、ジョイントレバー
７ａによってヒンジアーム３に接続される。ジョイントレバー７ａは、片方でスライダー
９に作用し、他方で仲介部１０をヒンジアーム３に接続する。
【００３１】
　図７ａと７ｂは、回転ダンパー１０の抑動機能を停止させる非常に単純な構造を示す。
ピニオン１０ｂがアレンジされているシャフト１０ａの軸方向移動は、切替部材１１（図
６）の移動によって可能になり、ピニオン１０ｂは、ラック１０ｃから外れる。ピニオン
１０ｂの解除位置は、図７ａで示されている。この場合、ヒンジの動作は、非抑動的に行
われる。一方、図１０ｂでは、切替部材１１が、ピニオン１０ｂとラック１０ｃとが係合
するようにセットされ、ヒンジの動作が抑動される。
【００３２】
　図８ａと図８ｂは、回転ダンパー１０の抑動機能のさらなる可能な停止方法を示す。図
面は、回転ダンパー１０がアレンジされているスライダー９の断面斜視図を示す。ピニオ
ン１０ｂで駆動できるシャフト１０ａと、スライダー９に回転式にアレンジされている抑
動コンポーネント１６が図示されており、抑動流体を受領する環状シアリングギャップ１
８が抑動コンポーネント１６とスライダー９との間に残される。図８ａでは、切替部材１
１は、切替位置にあり、そこで回転ダンパー１０の抑動機能が停止される。少なくとも１
つのクランプ本体１９は、切替部材１１によってシャフト１０ａの周囲方向で制御可能で
あり、クランプ本体１９は、選択的に抑動コンポーネント１６をシャフト１０ａの動作に
連結する。説明を簡単にする目的でクランプ本体１９は、断面から離されている。図８ａ
では、クランプ本体１９は、シャフト１０ａと抑動コンポーネント１６との間でクランプ
接続を提供しない。よって外側のスライダー９に対する抑動コンポーネント１６の相対的
移動は発生しない。従ってヒンジの動作は、抑動作用を受けずに行われる。
【００３３】
　一方、図８ｂでは、切替部材１１は、さらなる切替位置に移動している。クランプ本体
１９は、シャフト１０ａと抑動コンポーネント１６との間でクランプ接続するようになっ
ている。シャフト１０ａがピニオン１０ｂによって移動すると、抑動コンポーネント１６
もクランプ接続のおかげでシャフト１０ａと共に移動する。よって抑動コンポーネント１
６と外側のスライダー９との間の相対移動が発生し、その動きは、シアリングギャップ１
８内の抑動流体によって制動される。
【００３４】
　図９ａから図９ｄは、スライドガイド１１ａ（図５ｅ）による切替部材１１の移動によ
って高さが調節可能な切替ノブ１２を示す。図９ａは、シャフト１０ａと、そこに連結で
きる抑動コンポーネント１６と、抑動コンポーネント１６とスライダー９との間に残る抑
動流体を受け取る環状シアリングギャップ１８を図示する。図９ａは、切替ノブ１２の抑
動機能を停止する上昇位置を示す。図９ｂは、図９ａの円で囲んだ領域の拡大詳細図であ
る。図９ｂでは、切替ノブ１２は、傾斜面１２ａを有している。それは、シャフト１０ａ
を包囲するケージ２０ａの対応傾斜面と協調することができる。
【００３５】
　図１０ａは、周囲にクランプ本体１９を備えたシャフト１０ａを示す。クランプ本体１
９は、回転可能な抑動コンポーネント１６をシャフト１０ａの回転移動に選択的に連結し
たり、連結解除したりする。切替部材１１の動きと、シャフト１０ａの周囲方向で切替ノ
ブ１２によって移動できるケージ２０ａが図示されている。
【００３６】
　図１０ａと図１０ｂの拡大詳細図は、クランプ本体１９がそれぞれシャフト１０ａの凹
部に収められるときの抑動機能には関係せず、シャフト１０ａの回転動作は、抑動コンポ
ーネント１６に伝達されない。
【００３７】
　一方、図１０ｃでは、ケージ２０ａは、切替部材１１によってシャフト１０ａの周囲方



(9) JP 2012-512344 A 2012.5.31

10

向で移動されており、クランプ本体１９は、シャフト１０ａの凹部から抜け出し、シャフ
ト１０ａの傾斜面に当接する。そのため、クランプ接続がシャフト１０ａと回転可能な抑
動コンポーネント１６との間に提供される。シャフト１０ａがピニオン１０ｂによって回
転されると、切替可能なクランプ本体１９による強制ロック連結によって抑動コンポーネ
ント１６も回転される。しかしこの動きは、シアリングギャップ１８の抑動流体によって
抑動される。
【００３８】
　好適には、スライダー９の幅は、ヒンジアーム３の幅よりも大きく、スライダー９は、
直線スライドガイドによってヒンジアーム３に対して可動である。直線または湾曲ガイド
通路に沿って導くガイド要素を介してヒンジアーム３に対してスライダー９を動かすこと
も可能である。図示の実施例では、スライダー９は、ヒンジアーム３の外側にスライド式
に取り付けられている。回転ダンパー１０のシャフト１０ａは、ヒンジアーム３の長軸に
対して横断方向、好適には直角で、長軸に対して垂直面と実質的並行にアレンジできる。
【００３９】
　本発明は、添付図面で図示した実施例には限定されず、「請求の範囲」で定義されてい
るものの変形および均等物をも含むものである。上下、左右等の位置関係は、家具ヒンジ
の通常の設置方向に関するものであり、全体的な配置の変更に合わせて適宜変更して解釈
されるべきである。

【図１】 【図２】

【図３ａ】
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【図３ｂ】

【図３ｃ】

【図４ａ】

【図４ｂ】

【図５ａ】 【図５ｂ】
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【図５ｃ】

【図５ｄ】

【図５ｅ】

【図６】

【図７ａ】

【図７ｂ】

【図８ａ】

【図８ｂ】
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【図９ｃ】 【図９ｄ】
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【図１０ａ】

【図１０ｂ】

【図１０ｃ】

【図１０ｄ】

【手続補正書】
【提出日】平成23年7月27日(2011.7.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　家具部品（１ａ、１ｂ）に固定するための少なくとも２つの金具部品（３、４）を含ん
だ家具ヒンジ（２）であって、
　前記金具部品（３、４）の１つは、ヒンジアーム（３）の形態であり、
　本家具ヒンジ（２）は、ヒンジ動作時に旋回できる少なくとも１つのジョイントレバー
（７）をさらに含んでおり、
　ジョイントレバー（７ａ）と少なくとも１つの第２のジョイントレバー（７ｂ）とによ
って、ヒンジアーム（３）に着実に連結されている仲介部（６）が設けられており、
　ジョイントレバー（７ａ、７ｂ）は、仲介部（６）とヒンジアーム（３）の両方に旋回
式に取り付けられており、
　さらに、ヒンジ動作を抑動する回転ダンパー（１０）が含まれており、
　前記ヒンジアーム（３）に移動可能に取り付けられているスライダー（９）は、前記ジ
ョイントレバー（７ａ）によって駆動可能であり、
　前記スライダー（９）は、伝達機構（７）を介して前記回転ダンパー（１０）に作用す
ることを特徴とする家具ヒンジ。
【請求項２】
　回転ダンパー（１０）は、前記ヒンジアーム（３）の１端に取り付けられており、前記
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１端は、前記第２の金具部品（４）とは離れていることを特徴とする請求項１記載の家具
ヒンジ。
【請求項３】
　スライダー（９）は、直線的に移動できるように取り付けられており、少なくとも抑動
動作中にヒンジアーム（３）に対して移動可能であることを特徴とする請求項１または２
記載の家具ヒンジ。
【請求項４】
　スライダー（９）とジョイントレバー（７ａ）とは分離されており、相互間で金具部品
（３、４）の所定の相対位置からのみスライダー（９）は、ジョイントレバー（７ａ）か
ら作用を受けることができことを特徴とする請求項１から３のいずれかに記載の家具ヒン
ジ。
【請求項５】
　ジョイントレバー（７ａ）の旋回動作は、伝達機構（Ｔ）によって回転ダンパー（１０
）の回転動作に変換可能であることを特徴とする請求項１から４のいずれかに記載の家具
ヒンジ。
【請求項６】
　伝達機構（Ｔ）は、ラック（１０ｃ）とピニオン（１０ｂ）とで構成されていることを
特徴とする請求項１から５のいずれかに記載の家具ヒンジ。
【請求項７】
　回転ダンパー（１０）は、スライダー（９）に取り付けられており、少なくとも１つの
ラック（１０ｃ）は、ヒンジアーム（３）に取り付けられており、あるいは回転ダンパー
（１０）は、ヒンジアーム（３）に取り付けられており、少なくとも１つのラック（１０
ｃ）は、スライダー（９）に取り付けられていることを特徴とする請求項６記載の家具ヒ
ンジ。
【請求項８】
　回転ダンパー（１０）の全コンポーネントは、両方の金具部品（３、４）に対して抑動
作動中に動作することを特徴とする請求項１から７のいずれかに記載の家具ヒンジ。
【請求項９】
　戻り機構（１３）が提供されており、抑動作用の作動後にスライダー（９）は、再び次
の抑動動作のために意図した位置に移動可能であることを特徴とする請求項１から８のい
ずれかに記載の家具ヒンジ。
【請求項１０】
　本家具ヒンジ（２）は、少なくとも７つの回転軸（Ｓ１、Ｓ２、Ｓ３、Ｓ４、Ｓ５、Ｓ
６、Ｓ７）を有していることを特徴とする請求項１から９のいずれかに記載の家具ヒンジ
。
【請求項１１】
　本家具ヒンジ（２）は、広角ヒンジであることを特徴とする請求項１から１０のいずれ
かに記載の家具ヒンジ。
【請求項１２】
　好適には、手で駆動できる切替部材（１１）が提供されており、回転ダンパー（１０）
の抑動作用を停止することができることを特徴とする請求項１から１１のいずれかに記載
の家具ヒンジ。
【請求項１３】
　切替部材（１１）は、第１の切替位置と、少なくとも１つの第２の切替位置を有してお
り、ヒンジ動作は、その第１の切替位置で抑動され、その第２の切替位置で非抑動状態と
なることを特徴とする請求項１２記載の家具ヒンジ。
【請求項１４】
　切替部材（１１）は、スライダー（９）に取り付けられ、第１の切替位置と第２の切替
位置との間で直線的に可動であることを特徴とする請求項１３記載の家具ヒンジ。
【請求項１５】
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　請求項１から１４のいずれかに記載の少なくとも１つの家具ヒンジを含んでいることを
特徴とする家具。
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